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介護保険事業の円滑な実施を確保するための方策第 5 章

（１）サービス供給基盤の確保
介護保険制度は、発足から20年が経過し、サービスの提供基盤は整備され、サービス利用者

は着実に増加するなど、高齢期を支える制度として定着しています。
居宅介護事業においては、要介護（要支援）者数のサービス利用に十分対応できていること

から、本市においても今後は事業所に対して、サービスについての情報交換等を緊密に行い、事
業者が適正な事業展開を図るための支援、助言に努めます。

また、介護保険施設及び居住系サービスについては、施設入所待機者、保険給付費、施設整
備の進捗などの状況や県の施設整備の考え方、離島サービス確保対策委員会等での意見、高齢
者アンケート調査の結果を勘案して検討を行いました。

結果として、本市の介護保険施設及び居住系サービスについては、十分な居室数が確保され
ていることから、現体系の新規参入については、第７期事業計画に引き続き第８期事業計画に
おいても原則抑制していくこととします。

（２）小離島におけるサービス供給基盤の確保
小離島地区におけるサービス供給基盤の確保については、人口減少や事業の不採算性等から

今後ますます困難となっていくことが見込まれます。
このため、指定居宅サービスや基準該当サービスの確保が困難な場合は、一定の質を保つこ

とを条件として、人員基準・設備運営基準を緩和した「離島等における相当サービス」を活用
し、保険給付の対象としていきます。

（３）市が設置している老人福祉施設等における運営体制の見直し
介護保険制度発足以降、本市のサービスの提供基盤は整備が進み、介護施設等の充足率は

県内の類似自治体と比較するとかなり充足していることや制度改正等による介護保険を取り巻
く環境の変化等から、市が設置している老人福祉施設等について、現状の運営体制を見直す必
要性が高くなってきています。

このような状況の中、行政改革を進めていく上での指針となる「第４次行政改革大綱」が令
和元年12月に策定されました。

本市が保有する施設等については、この「第４次行政改革大綱」・「公共施設等総合管理計
画」に基づき実施する具体的な取組項目をまとめた行政改革実施計画により行政改革の推進を
図っていくこととなります。

老人福祉施設等の見直しに当たっては、廃止や民間移譲も含め、類似施設への転用、介護予
防・日常生活支援総合事業における活用など、地域利用者の意向も踏まえ、また、将来を見据え
ながら幅広く検討し、行政改革実施計画に基づいて実施していきます。

2 介護保険事業の適正化のための取組
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市内の居宅サービス事業者数

単位：（事業所）

④介護現場革新の取組の周知
介護業界のイメージ改善等の促進に当たって、児童・生徒に対する認知症サポーター養成講

座や施設訪問の実施や、介護の魅力について啓発する市民向けパンフレットの配布等を検討し
ます。

⑤業務効率化に取り組むモデル施設の取組の周知
市の広報やホームページ等を通じて、市内や県内等で、ロボット・センサー・ＩＣＴの活用や

元気高齢者などの活躍促進、介護現場における業務の効率化に取り組んでいるモデル施設の
取組を紹介します。

⑥文書負担軽減
介護現場の業務効率化を支援するため、国や県と連携しつつ、申請様式・添付書類や手続に

関する簡素化やＩＣＴ等の活用等によるペーパーレス化等を検討していきます。

③介護現場における業務仕分けやロボット・ＩＣＴの活用、元気高齢者の参入による
　業務改善など

会議等を通じて事業者と連携を図りつつ、人手不足の中でも介護サービスの質の維持・向上
を実現するマネジメントモデルの構築（介護現場における業務の洗い出し・仕分け、元気高齢
者の活躍）とともに、ロボット・センサー・ＩＣＴの活用、介護業界のイメージ改善等の促進を
図ります。

0

001

39 37 4

30 30 30

34 79

333

333

※各年12月１日現在　長崎県指定事業所（医療系及び休止中を含む）

※保険医療機関等のみなし指定事業所は（　）で再掲

（４）介護人材の確保及び資質の向上
介護保険法施行後、介護サービスの受給者や介護サービス事業所は年々増加し、介護サー

ビスの利用は急速に拡大してきました。
こうした「量的な拡大」の中で、サービスの質に対する要望が高まっている一方、介護従事者

の離職率は高く、人員の確保に苦慮する介護事業所もあり、介護人材の確保も大きな課題とな
っています。

このため、本市では、介護人材の確保・介護従事者の定着促進を図るため、介護現場の労働
環境・処遇の改善に向け、国や県、五島圏域介護人材育成確保対策地域連絡協議会等と連携
し、介護の仕事の魅力の向上、多様な人材の確保・育成、生産性の向上を通じた労働負担の軽
減等といった取組を進めるとともに、事業所に対して介護報酬処遇改善加算を積極的に活用す
るよう働きかけていきます。

また、介護職員による痰吸引など、介護職員に対する期待が高まっており、より専門性の高
い介護技術を取得しようとする者に対して、関係機関と連携し各種研修の実施・紹介を行って
いきます。

3

3

0

9

市が設置している老人福祉施設等

単位：（人）

①介護職員初任者研修等受講料等補助事業
介護事業所で就労するために必要な、基礎的な研修にかかる受講料等の一部を助成するこ

とにより、介護職員としての就職を支援するとともに安定した定着を図ります。

②介護支援専門員更新研修経費補助事業
介護支援専門員（ケアマネ）の専門員証の更新研修に伴う費用を補助することで、介護人材

の離職防止を図ります。
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（８）介護保険料抑制に向けた取組
本市の介護保険料は、第７期事業計画期間においても、依然として全国でも上位にあり、介

護保険料の抑制を図ることは、介護保険制度を維持していく上で、最も重要な課題の一つとな
っています。

特に、介護予防事業については、高齢者の自立支援と併せて、介護保険料の抑制という観点
も重視しながら、高齢者ができる限り要介護（要支援）状態にならずに生活できるよう、さま
ざまな取組を進めていきます。

（９）介護保険給付の適正化に向けた取組
介護給付の適正化を図ることは、不適切な給付を削減する一方で利用者に対する適切な介

護サービスを確保することにより、介護保険の信頼性を高めるとともに、持続可能な介護保険
制度の構築につながるものです。このため、次の事業に取り組みます。

（７）低所得者等への配慮

①介護保険料
保険料負担段階設定は、第８期事業計画についても細分化された標準の９段階設定をもと

に設定するものとし、その保険料率は負担能力に応じた割合とすることで弾力化を図ります。

①要介護認定の適正化
全ての認定調査の内容を点検することにより、適切かつ公正な要介護認定の確保を図りま

す。また、認定審査・調査の結果について分析を行い、要介護認定の平準化に向けた取組を実
施します。

②サービス利用料
サービス利用者の負担軽減としては、高額介護サービス、特定入所者介護サービス等があり

ますが、このほかにも、社会福祉法人によるサービス利用料の軽減制度の積極的活用を促進し
ていきます。

③障害者控除対象者認定
障害者手帳の交付を受けていない場合でも、65歳以上の方で障害者に準ずる者として市

の認定を受けると、税法上の障害者控除の対象となります。このため、制度の広報及び対象者
への申請勧奨を継続して実施していきます。

（５）適正な要介護認定の実施
要介護認定は、認定調査員の家庭訪問による認定調査票と主治医の意見書により認定審査

会で審査・判定するものです。
認定調査員や認定審査会の委員には、公平・公正かつ適切な判断能力が求められます。この

ため、認定調査員や認定審査会の委員に対する研修等を行い、資質の向上と他の保険者との
比較分析を行いつつ、調査・審査の適正化を図ります。

（６）介護保険制度に関する相談・苦情対応
介護保険制度に関する相談・苦情に対しては、地域包括支援センターをはじめ、市役所・支

所等の行政窓口や在宅介護支援センターで適切に対応するとともに、地域包括支援センター
を中心に、各相談窓口の連携体制を確立し、相談内容に迅速かつ的確に対応できる体制づく
りに努めます。

また、地域包括支援センターや行政窓口等での対応が困難な事例については、各関係機関
と連携して迅速な解決に努めます。

なお、苦情や相談には、要望や課題が多く含まれており、それが改善につながることもある
ので、要望や課題の分析を行い、サービスの質の向上に努めていきます。

さらに、介護保険制度上、サービス事業者に苦情対応窓口の設置が義務付けられていること
から、サービス事業者に対し利用者からの苦情に適切に対応できる体制づくりを要請していき
ます。

市内の地域密着型通所サービス事業者数

単位：（事業所）

市内の介護保険施設及び居住系サービス事業者の状況

単位：（人）

※各年12月１日現在

※認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）の施設数は、ユニット数。

※各年12月現在

0

7 7 7

3 3 3

0 0 0 0 0 0

34 303 34 303
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0

7 7 7

3 3 3

0 0 0 0 0 0

34 303 34 303
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（１０）災害や感染症対策に係る体制の整備
近年の災害の発生状況や感染症の流行を受けて、各種介護予防・介護サービスの機能維持

がますます重要となっています。
災害時においてもサービスを継続できるように、備えについて定期的に確認するとともに、

市民や事業所を含めた感染症対策の徹底や、感染症に対する職員の理解の向上を図るなど、
新しい生活様式に合わせた体制づくりに取り組みます。

⑤介護給付費通知
毎年４回、サービス利用者に保険給付状況を送付し、利用した事業所、サービス内容、介護

給付費の確認を促すことで、適切なサービスの普及啓発、利用していないサービスの不正発見
等、給付の適正化を図ります。

なお、不正事例が生じた場合は、長崎県との連携により、必要に応じ検査や指導を行います。
単位：件

②ケアプランの点検
国のケアプラン点検支援マニュアルやケアプラン分析システムを積極的に活用し、利用者が

真に必要とするサービスが提供されているか、自立支援に資する適切なケアプランになってい
るかなど、居宅介護支援事業所への実地指導の際に、サービス計画等の確認を行い、ケアマネ
ジメントの適正化を図ります。

③住宅改修等の点検
住宅改修に係る申請書類の事前審査及び完成後の支給申請審査において、疑義のある見積

内容、改修箇所等について、施工業者・ケアマネジャーに状況確認します。竣工写真が不明瞭
な場合は訪問調査を行い、不正の発見や給付の適正化につなげていきます。また、事業所への
訪問調査等を行い、福祉用具の必要性や利用状況等を把握します。

④縦覧点検・医療情報との突合
ア  縦覧点検

長崎県国民健康保険団体連合会から提供されるリストにより、請求情報の点検をし、必要
に応じて事業所へ問い合わせ等確認を行い、給付の適正化を図ります。

イ  医療情報との突合
後期高齢者医療や国民健康保険の入院情報等と介護保険給付情報との突合により、給付

日数や提供されたサービスの整合性について点検を行い、医療との重複請求の排除等を図り
ます。

単位：件

単位：件

単位：件

単位：件
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（３）第１号被保険者保険料の算定
介護給付費準備基金の余剰額は、第８期事業計画期間に歳入として繰り入れ、保険料の上

昇抑制に充てます。

第１号被保険者の介護保険料算出手順

●要支援・要介護認定者の推計
将来推計人口に基づき、第１号被保険者数と要支援・要介護認定者数を推計します。

●第８期介護保険料の設定
保険料基準額に所得段階ごとの率を掛けたものが、実際の保険料となります。

●サービス供給見込量の算出
要支援・要介護認定者数の推計や過去のサービス供給実績をもとに、令和３～５年度
のサービス供給見込量を算出します。

●第１号保険料基準額の算定
サービス供給見込量に基づいて、標準給付見込額を算出し、その23％に相当する額を
第１号被保険者の人数で割った額が保険料基準額となります。

（１）給付と負担の関係
65歳以上の介護保険料（第１号保険料）は、保険者（市町村）ごとに決められ、その額は、

介護保険事業計画期間中に市町村の被保険者が利用する介護サービス（給付費）の利用見込
みに応じたものとなります。結果として、サービスの利用量が増加すれば、保険料は上がり、
利用量が減れば下がることになります。

（２）第８期及び令和７,22 年度の給付費の見込み
介護保険事業費の財源は、国の負担金、県の負担金、市の負担金（一般会計繰入金）、国の

調整交付金、介護給付費交付金（第２号被保険者の保険料）、第１号被保険者の保険料で賄
われます。

一方、介護保険事業を運営するために必要となる費用は、介護給付費、介護予防給付費、
地域支援事業に要する費用などから構成されます。

給付費の算定基礎となる令和３年度介護報酬改定は、介護職員の処遇改善や認知症対応
に考慮し、全体的にはプラス改定となり、0.7％の引き上げとなりました。

この介護報酬の引き上げに加え、認定者数の増加傾向や、高齢者ニーズ調査結果を踏まえ
た上で、令和３～５年度の介護保険給付費は、下表のとおり３年間の合計で、第７期事業計画
より4億7千万円程度多い、約174億1千万円と見込みました。

また、団塊の世代が後期高齢者となる令和７年度の介護保険給付費は、約59億3千万円、
団塊ジュニア世代の全ての方が65歳以上となる令和22年度の介護保険給付費は、約59億
円と見込みました。

3 介護保険給付費等の見込みと第１号被保険者の保険料

※

介護保険給付費の見込額

単位：千円

※特定入所者介護サービス費等給付額含む。
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（４）所得段階別の保険料
第７期の保険料所得段階設定については、国が示す標準の段階設定を基本として、被保険

者の方の所得水準に応じた所得段階を設定しました。第８期においても国が示す標準の段階
設定を基本として、保険料所得段階を設定します。

①所得段階区分
◆第１段階
◆第２段階
◆第３段階
◆第４段階
◆第５段階
◆第６段階
◆第７段階

※対象者の合計所得金額「120万円以上200万円未満」を「120万円以上210万円未
満」に変更
◆第８段階

※対象者の合計所得金額「200万円以上300万円未満」を「210万円以上320万円未
満」に変更
◆第９段階

※対象者の合計所得金額「300万円以上」を「320万円以上」に変更

②多段階設定
第５期から細分化された所得段階設定が行われ、また、第６段階以上の本人課税層の段階

については、それぞれ標準から保険料率を０．０５引き上げ、より負担能力に応じた負担割合と
していました。第８期事業計画においても、これを継承し負担割合を同率といたします。

第１号被保険者の介護保険料基準額の算定
単位：人

単位：円

※⑦＝（①＋②）－（③＋④＋⑤＋⑥）
※保険料（年額）は10円未満切り捨て
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していました。第８期事業計画においても、これを継承し負担割合を同率といたします。

第１号被保険者の介護保険料基準額の算定
単位：人

単位：円

※⑦＝（①＋②）－（③＋④＋⑤＋⑥）
※保険料（年額）は10円未満切り捨て
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4 介護保険事業の趣旨の啓発普及

平成12年４月１日に施行された介護保険制度は、国民の40歳以上の者が加入する強制保
険として運営されています。

介護保険法では65歳以上の者等が要介護状態等になった時に、各人の尊厳を保持し、そ
の有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるようにするため、市町村で運営
する保険者が介護保険の各種サービスを給付することとし、また、市町村の運営の責任と国
民の義務を「共同連帯の理念に基づき、介護保険事業に要する費用を公平に負担すること」
と規定しています。

介護保険制度が始まってから数年間は、制度によって受けられるサービスの説明に啓発及
び広報の重点が置かれていましたが、介護保険制度のサービス面の普及と定着により、急激
に増大する保険給付とその費用負担（国民の保険料負担）が大きな問題となり、介護予防の重
点化による介護給付の抑制という、平成18年の介護保険制度の改正へとつながっています。

このため、今後の啓発広報においては、制度の原点である「共同連帯の理念」を明確にする
内容の啓発を行っていく必要があります。

第７期事業計画に引き続き第８期事業計画でも、介護報酬及び介護保険料の見直しを行う
ことから、令和３年度に新たな内容のパンフレット等を作成し、各種の事業及び広報により市
民の方々へ介護保険制度の趣旨の啓発広報に努めます。

また、町内会や老人クラブからの要望に対し、長寿介護課の職員を講師として派遣し、制
度の周知に努めます。

第１号被保険者の保険料賦課段階区分
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資料編

１ 五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会条例

資料編

　（設置）
第１条　老人福祉法（昭和38年法律第133号）に基づく老人福祉計画及び介護保険法（平
成９年法律第123号）に基づく介護保険事業計画の策定等に当たり、福祉、保健、医療の関
係者及び学識経験者の意見を聴くため、五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会
（以下「協議会」という。）を設置する。

   （組織）
第２条　協議会は、委員20人以内で組織する。
２  委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。
　(１)　関係行政機関の職員
　(２)　関係団体の役職員
　(３)　学識経験を有する者
　(４)　市職員

　（委員の任期等）
第３条　委員の任期は、２年とする。ただし、任期中であっても、その本来の職を離れたとき
は、委員の職を失うものとする。
２  補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
  委員は、再任されることができる。

　（委員長及び副委員長）
第４条　協議会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選任する。
２  委員長は、会務を総理し、協議会を代表する。
３  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その
職務を代理する。

　（会議）
第５条　協議会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。ただし、委員長及び副委
員長がともに欠けたときは、市長が招集する。
２  協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。
３  協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するとこ
ろによる。

　（資料の提出等の要求）
第６条　協議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、市の機関の長
に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。

　（審議結果の答申）
第７条　協議会は、その調査及び審議が終わったときは、速やかにその結果を市長に答申し
なければならない。

　（会議録の調製）
第８条　委員長は、会議録を調製し、開会の日時及び場所、出席委員等の氏名、議事の要領、
議決した事項その他必要と認める事項を記載しなければならない。

　（庶務）
第９条　協議会の庶務は、長寿介護課において処理する。

　（委任）
第10条　この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、委員長が協議
会に諮って定める。

附　則
　（施行期日）
１　この条例は、平成16年８月１日から施行する。

　（経過措置）
２　この条例の施行後最初に招集すべき協議会の会議は、第５条第１項の規定にかかわら
ず、市長が招集する。
　附　則（平成17年３月29日条例第16号）
この条例は、公布の日から施行する。
　附　則（平成20年２月18日条例第２号）

　（施行期日）
１　この条例は、平成20年４月１日から施行する。
（五島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例の一部改正）
２　五島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例（平成16年五島市条例第
38号）の一部を次のように改正する。
（次のよう略）

平成16年８月１日条例第102号
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資料編
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　(３)　学識経験を有する者
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第４条　協議会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選任する。
２  委員長は、会務を総理し、協議会を代表する。
３  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その
職務を代理する。

　（会議）
第５条　協議会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。ただし、委員長及び副委
員長がともに欠けたときは、市長が招集する。
２  協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。
３  協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するとこ
ろによる。

　（資料の提出等の要求）
第６条　協議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、市の機関の長
に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。

　（審議結果の答申）
第７条　協議会は、その調査及び審議が終わったときは、速やかにその結果を市長に答申し
なければならない。

　（会議録の調製）
第８条　委員長は、会議録を調製し、開会の日時及び場所、出席委員等の氏名、議事の要領、
議決した事項その他必要と認める事項を記載しなければならない。
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第９条　協議会の庶務は、長寿介護課において処理する。

　（委任）
第10条　この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、委員長が協議
会に諮って定める。

附　則
　（施行期日）
１　この条例は、平成16年８月１日から施行する。

　（経過措置）
２　この条例の施行後最初に招集すべき協議会の会議は、第５条第１項の規定にかかわら
ず、市長が招集する。
　附　則（平成17年３月29日条例第16号）
この条例は、公布の日から施行する。
　附　則（平成20年２月18日条例第２号）

　（施行期日）
１　この条例は、平成20年４月１日から施行する。
（五島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例の一部改正）
２　五島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例（平成16年五島市条例第
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資料編

2 五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会委員名簿 3 五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会の審議経過

近藤　徹

竹島　史直

窄　　善明

久保   進

近藤　勝則

菅原　正典

門原　淳一

峯脇　達郎

村中　清志

木場　宗也

野口　英雄

眞弓　陽子

山田　義隆

阿野　謙吾

柿森　英治

櫻井　保弘

橋本　權士

旭梶山　千代子

田端　幸子

山下　春惠

五島保健所

五島中央病院

五島市社会福祉協議会

五島医師会

福江南松歯科医師会

五島薬剤師会

五島老人福祉施設協議会

五島市老人クラブ連合会

五島市民生委員児童委員協議会連合会

長崎県理学療法士協会下五島地区

五島市居宅介護支援事業所連絡協議会

長崎県看護協会下五島地区

五島市町内会連合会

五島市町内会連合会（富江支部）

五島市町内会連合会（奈留支部）

五島市町内会連合会（三井楽支部）

岐宿まちづくり協議会

五島市商工会女性部

サービス利用者

サービス利用者の家族

所長

院長

会長

理事

会長

会長

会長

会長

会長

部長

会長

支部長

会長

会長

会長

会長

会長

部長

委員長

副委員長

委員氏名 所属団体名 令和２年度五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会

・第１回協議会（新型コロナウイルス感染症拡大により書面審査）

　①委員委嘱

　②委員長及び副委員長の選任

　③計画策定項目及び現在の状況について

　④計画策定の今後の予定について

　⑤計画策定の諮問について

令和２年度五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会

・第２回協議会開催

　①各高齢者ニーズ調査の集計結果について

　②第７期計画の進捗状況について

　③第８期計画の進捗と今後の予定について

令和２年度五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会

・第３回協議会開催

　①第８期計画素案（全体版）について

　②パブリックコメントの実施について

　③その他

令和２年度五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会

・第４回協議会（新型コロナウイルス感染症拡大により書面審査）

　①パブリックコメント意見に対する回答について

　②第８期介護保険料について

　③計画案の決議について

　④市長への答申（案）について

計画案の答申

令和2年7月29日

～令和2年8月7日

令和2年11月25日

令和２年12月25日

令和3年年１月２５日

～令和３年２月１日

令和３年２月１日

団体での委員役職
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2 五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会委員名簿 3 五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会の審議経過

近藤　徹

竹島　史直

窄　　善明
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近藤　勝則

菅原　正典

門原　淳一

峯脇　達郎

村中　清志

木場　宗也

野口　英雄

眞弓　陽子

山田　義隆

阿野　謙吾

柿森　英治

櫻井　保弘

橋本　權士

旭梶山　千代子

田端　幸子

山下　春惠

五島保健所

五島中央病院

五島市社会福祉協議会

五島医師会

福江南松歯科医師会

五島薬剤師会

五島老人福祉施設協議会

五島市老人クラブ連合会

五島市民生委員児童委員協議会連合会

長崎県理学療法士協会下五島地区

五島市居宅介護支援事業所連絡協議会

長崎県看護協会下五島地区

五島市町内会連合会

五島市町内会連合会（富江支部）

五島市町内会連合会（奈留支部）

五島市町内会連合会（三井楽支部）

岐宿まちづくり協議会

五島市商工会女性部

サービス利用者

サービス利用者の家族

所長

院長

会長

理事

会長

会長

会長

会長

会長

部長

会長

支部長

会長

会長

会長

会長

会長

部長

委員長

副委員長

委員氏名 所属団体名 令和２年度五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会

・第１回協議会（新型コロナウイルス感染症拡大により書面審査）

　①委員委嘱

　②委員長及び副委員長の選任

　③計画策定項目及び現在の状況について

　④計画策定の今後の予定について

　⑤計画策定の諮問について

令和２年度五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会

・第２回協議会開催

　①各高齢者ニーズ調査の集計結果について

　②第７期計画の進捗状況について

　③第８期計画の進捗と今後の予定について

令和２年度五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会

・第３回協議会開催

　①第８期計画素案（全体版）について

　②パブリックコメントの実施について

　③その他

令和２年度五島市老人福祉計画・介護保険事業計画策定協議会

・第４回協議会（新型コロナウイルス感染症拡大により書面審査）

　①パブリックコメント意見に対する回答について

　②第８期介護保険料について

　③計画案の決議について
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4 用語解説（五十音順）

■アセスメント 
　介護サービスが必要な高齢者について、困っていること・求めていること等の課題を把握す
るとともに、介護サービスを利用する前と後について、その影響を査定、評価すること。

■ACP（Advance Care Planning ）アドバンス・ケア・プランニング
　患者本人と家族が医療者や介護提供者などと一緒に、現在の病気だけでなく、意思決定能
力が低下する場合に備えて、あらかじめ、終末期を含めた今後の医療や介護について話し合
うことや、意思決定が出来なくなったときに備えて、本人に代わって意思決定をする人を決め
ておくプロセスを意味している。

■いきいきサロン
　地域に住む高齢者が気軽に集える場所をつくることで、地域の「仲間づくり」「出会いの場
づくり」「健康づくり」をするための活動。心身機能の維持向上、介護予防にもつなげる。

■インフォーマルサービス
　家族、近隣、知人、ボランティア等が行う援助のほか、行政が行う公式（フォーマル）なサー
ビス以外の民間のサービスを含めた非公式（インフォーマル）なサービスのこと。

■運動器
　身体活動を担う筋・骨格・神経系の総称。

■運動器の機能向上事業
　利用者ごとの「運動器機能向上計画」に基づいて、理学療法士などが、ストレッチ、有酸素
運動、筋力トレーニング、バランストレーニングなどの指導を行う、特定高齢者への介護予防
事業。

■ＮＰＯ（エヌピーオー）
　ボランティア活動などの社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称。このうち
「NPO法人」とは、特定非営利活動促進法（NPO法）に基づき法人格を取得した「特定非営
利活動法人」の一般的な総称。

■介護給付
　要介護１～５を対象とした介護給付サービスについて、総費用の１割の自己負担を除き、残
り９割を介護保険会計から給付するもの。

■介護給付適正化計画 
　保険者（市町）の広域支援と、事業者の指定・監査を行う県の事業運営と、市町が保険者と
して取り組んでいる事業運営について、考え方や目標等を整理し、県と市町が一体となって、
介護保険制度の適正運営を確保することを狙いとする計画（アクションプラン）。

■介護支援専門員（ケアマネジャー）
　利用者の希望や心身の状態等を考慮してケアプランの作成や介護サービスの調整・管理を
行う専門職のこと。

■介護相談員
　介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）などの介護サービスを提供している施設等を訪
問し、利用者や家族から介護サービスに関する疑問や不満等を聴き、サービスを提供してい
る施設等との橋渡しを行う者。

■介護報酬
　介護保険制度において、事業者が利用者に介護サービスを提供した場合に、その対価とし
て事業者に支払われる報酬。

■介護保険事業計画
　介護保険事業にかかる保険給付の円滑な実施を図るため、厚生労働大臣が定める基本指
針に則して、市町村等が３年を１期として策定する計画。

■介護保険法
　高齢化に対応し、高齢者を国民の共同連帯のもと支えるしくみとして導入された介護保険制
度について、その実施のために必要な事項を定めた法律。平成９年12月に公布、平成12年４月
に施行された。また、平成17年６月に「介護保険法等の一部を改正する法律」が公布された。

■介護用品支給事業
　要介護者等を自宅で介護している介護者に対し、その負担軽減を図るため、おむつ等の介
護用品を支給するもの。

■介護予防（介護予防事業）
　高齢者が健康で自立した生活を送れるよう、要介護状態になることをできる限り防ぎ、ま
た要介護状態になっても状態がそれ以上に悪化しないようにすること。

■介護予防ポイント制度
　地域ミニ・デイサービス事業を積極的に展開するため、運営活動の指導・補助を行うボラ
ンティアに対しボランティアポイントを付与するもの。
　※ポイント（Ｐ）について･･･　２Ｐ／時（上限：６Ｐ／日、２８０Ｐ／年）
　　１Ｐあたり１００円に換算し、ボランティアに支給する。

あ  行

か  行
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■介護療養型医療施設 
　療養型病床群等を有する病院または診療所であり、入所している要介護者に対して、施設
サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護その他の世話
及び機能訓練、その他必要な医療を行う介護保険施設。

■介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
　入所している要介護者に対して、介護等の日常生活上の世話や、機能訓練、その他必要な
世話を行う介護保険施設。

■介護老人保健施設
　入所している要介護者に対して、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下におけ
る介護及び機能訓練、その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行う介護保険施設。

■看護小規模多機能型居宅介護
　「小規模多機能型居宅介護」と「訪問看護」を組み合わせて提供するサービス。
　平成27年度介護報酬改定で「複合型サービス」から名称変更された。

■基本健康診査
　病気の早期発見、早期治療のために行う基本的な事項による健康診査。

■基本チェックリスト
　65歳以上の人の「生活機能の低下の有無」をチェックするもの。25項目の調査項目によ
り、生活機能低下のおそれがある高齢者を早期に把握し、介護予防・日常生活支援総合事業
へつなげるなど状態悪化を防ぐツールとなっている。

■キャラバンメイト
　地域住民や一般職域団体の従事者に対して、認知症の正しい知識を広め、認知症の人や家
族を支援する人（認知症サポーター）を養成する講師。キャラバンメイトになるためには所定
のキャラバンメイト研修を受講し登録する必要がある。

■居宅介護支援
　居宅の要介護者の状況に応じて介護サービス計画を作成し、計画に基づいたサービスが利
用できるよう支援するもの。

■居宅療養管理指導、介護予防居宅療養管理指導
　医師や歯科医師、薬剤師等が訪問して、療養上の管理や指導を行うもの。

■緊急通報システム事業
　在宅のひとり暮らしの高齢者等に、急病時等の緊急時における通報体制を整備するサービスを
提供することにより、高齢者等の不安を軽減し在宅生活の継続を支援することを目的とする事業。

■ケアプラン
　要介護者などが適切に介護サービスを利用できるよう、心身の状況や置かれている環境、
本人や家族等の希望をふまえて作成する介護プラン。

■ケアマネジメント
　利用者一人ひとりに対して、適切なサービスを組み合わせて提供するためのケアプランの
作成とサービス利用のための調整を行うこと。介護サービスや福祉事業などの公的（フォー
マル）サービスと、地域資源や民間事業所などによって提供される非公的（インフォーマル）
サービスを組み合わせて、利用者に最も適切なサービスが提供されるよう努めることが必要
とされる。

■ケアマネジャー（介護支援専門員）
　利用者の希望や心身の状態等を考慮してケアプランの作成や介護サービスの調整・管理を
行う専門職のこと。

■健康増進計画（健康づくり計画）
　「健康増進法（平成14年法律第103号）」に基づき都道府県及び市町村が策定する計画
で、住民の健康の増進の推進に関する施策を定めた計画。

■権利擁護
　判断能力が不十分な人や自己防御が困難な人が不利益を被らないよう支援を行うこと。

■高額介護サービス費
　１か月に支払った介護保険サービス費の自己負担分の合計額が一定額を超えた場合に、超
えた額があとから払い戻しされるもの。

■口腔機能向上事業
　利用者ごとの「口腔機能改善管理指導計画」に基づいて、歯科衛生士などが、歯磨き、義歯
の手入れ方法などの指導や、摂食、嚥下機能を向上させる訓練を行う、特定高齢者への介護
予防事業。

■高齢化率
　全人口に占める高齢者（65歳以上の人）の割合。

■高齢者
　65歳以上の人。前期高齢者は65～74歳、後期高齢者は75歳以上の高齢者。

■高齢者虐待
　養護者による高齢者虐待及び要介護施設従事者等による高齢者虐待を指す。主には身体
的暴力、ネグレクト（高齢者の養護を怠るような行為）、心理的虐待、性的暴力及び経済的虐
待などに分類される。

■高齢者虐待防止法
　「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成17年法律第
124号）」のことで、高齢者虐待の防止・高齢者の権利利益の擁護を図ることを目的とし、高
齢者虐待防止に関する国・地方公共団体の責務や、虐待を受けた高齢者の保護、養護者の負
担軽減の措置等を定めており、平成18年4月より施行されている。
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■コーホート変化率法
　一定期間における人口の変化率に着目し、その変化率が対象地域の人口変化の特徴であ
り、将来にわたって維持されるものと仮定して、将来人口を算出する方法。

■財政安定化基金
　保険者である市町村の介護保険特別会計の財源に不足が生じた場合に、一般会計から特
別会計への繰入れを回避するため、介護保険財政の安定化に必要な費用を交付・貸与するこ
とを目的として、都道府県が設置する基金（積立金）のこと。

■在宅介護支援センター
　総合相談、保健福祉サービス、介護保険対象外の人への介護予防、生活支援サービスの調
整等を行う機関。

■サロン
　身近な仲間づくりを目的とした市民の活動。公共施設や自宅の開放による茶話会などが中
心。社会福祉協議会の推進事業として全国的に取り組まれている。

■社会福祉士
　身体上または精神上の障がいがあり、日常生活を営むのに支障がある人の福祉に関する相
談に応じ、助言・指導などを行う専門家。社会福祉士及び介護福祉士法によって創設された
福祉専門職の国家資格。

■社会福祉法人
　社会福祉事業を行うことを目的として設立された法人。

■住宅改修
　手すりの取り付け、段差の解消、和式便器から洋式便器への変更など介護上必要な住宅の
改修を行った場合、必要書類を添えて申請すると費用の9割分が保険から戻る事業。原則一
生の間で20万円までの改修費用が対象。

■主任ケアマネジャー
　地域包括支援センターや居宅介護支援事業所に勤務する、一定の研修を修了し地域や職
場で中核的役割を担う介護支援専門員。

■小規模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護
　「通い」を中心に、要介護者の様態や希望に応じて「訪問」や短時間の「泊まり」を組み合
わせて受けられる地域密着型サービスの１つ。

■シルバー人材センター
　「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）」に定められた、地
域ごとに1つずつ設置される高年齢者の自主的な団体で、臨時的・短期的な仕事を請負・委
任の形式で行う公益法人社団のこと。会員は、おおむね60歳以上が対象。

■審査支払手数料
　介護認定審査に対して介護保険の中から支払われる手数料。

■生活機能評価
　65歳以上の高齢者（要支援・要介護認定を受けている人を除く）を対象として、身体の衰
弱や低栄養といった加齢に伴う生活機能の低下をいち早く発見するための健診。

■生活習慣病
　食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が原因となり、発症・進行する疾病。

■成年後見制度
　認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など精神的な障がいがあるため判断能力が不
十分な人が不利益を生じないよう、代理人を立てて契約を行ったり、あるいはそれを取り消
したりできるようにする制度。

　
■短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護
　介護老人福祉施設や短期入所施設等に短期間入所し、当該施設において入浴、排せつ、食
事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を受ける介護サービス。

■短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護
　介護老人保健施設や介護療養型医療施設等に短期間入所し、当該施設において看護、医
学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を受け
る介護サービス。

■地域ケア
　高齢者が身近な地域で生涯を安心して暮らしていけるよう、保健･医療･福祉などの社会資
源やマンパワー（人材活力）を広く活用し、支援を要する高齢者を地域社会全体で支える仕
組み。

■地域支援事業
　要介護・要支援状態になるおそれのある高齢者や一般の高齢者を対象に、効果的に介護
予防や健康づくりを進めたり、地域での生活を継続するための生活支援のサービスを提供し
たりする事業。介護予防事業、包括的支援事業、その他の任意事業からなる。市町村や市町
村から委託を受けた事業者が実施する。

さ  行

た  行
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■地域福祉計画
　社会福祉法第１０７条に基づく計画で、地域福祉増進の主体である住民等の参加を得て、
地域の中で自立した生活を継続するために支援を必要とする方の、解決すべき生活上の課題
と、それに対応する必要な支援を明らかにし、その支援を提供する体制を整備することを定
めた計画。

■地域福祉権利擁護事業
　判断能力の低下等により金銭管理や福祉サービスの契約等に不安のある方を対象に、社
会福祉協議会の職員が金銭管理や福祉サービスの利用手続き等を支援する事業。

■地域包括支援センター
　全ての地域住民の健康の維持、生活の安定、保健・福祉・医療の向上と増進のために必要
な援助・支援を包括的に担う、地域の中核機関。主任ケアマネジャー、社会福祉士、保健師ま
たは経験のある看護師の３職種のスタッフにより、介護予防マネジメント、包括的・継続的マ
ネジメント、総合相談・支援、虐待防止・権利擁護を行う。

■地域包括支援センター運営協議会
　地域包括支援センターの適性、公正かつ中立な運営を確保するために意見をする機関。介
護サービス事業者等の代表者及び利用者、被保険者、地域の保健・医療・福祉に関する学識
経験者などから組織され、各保険者において設置する。

■地域防災計画
　災害対策基本法第４０条及び第４２条の規定に基づき、各地方自治体（都道府県や市町
村）の長が、それぞれの防災会議に諮り、防災のために処理すべき業務などを具体的に定め
た計画。

■地域密着型サービス
　介護を必要とする人が住み慣れた地域で生活を継続させるために、地域の特性や実状に
応じて計画的にサービスが提供できるよう、市町村が指定・指導監督を行うサービス。

■地域密着型サービス運営委員会
　地域密着型サービスにかかる事務の適切な運営を図り、指定基準及び介護報酬の設定を
行うために意見をする機関。学識経験者、保健・医療・福祉関係者代表、利用者及び被保
険者代表から組織され、各保険者において設置する。

■地域密着型特定施設入居者生活介護
　地域密着型特定施設での入浴・排泄・食事などの介護など日常生活上の世話や機能訓練
を受ける介護サービス。地域密着型特定施設は、ケアハウス・有料老人ホームなどで、特に介
護専用型特定施設で入居定員が29人以下の介護保険施設のこと。

■調整交付金
　市町村間の介護保険の財政力格差を調整するために、国が市町村に対して交付する交付
金で、第１号被保険者の年齢階級別分布状況、所得分布状況などを考慮して交付される。

■通所介護、介護予防通所介護
　デイサービスセンター等に通って、入浴や食事の提供等日常生活の世話を受けたり、機能
訓練を行う介護サービス。

■通所型介護予防事業
　特定高齢者に対して、主に教室形式で、運動器の機能向上、栄養改善、口腔機能の向上の
ためのプログラムを実施する介護予防事業。

■通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション
　介護老人保健施設、病院等の施設に通って、心身の機能維持・回復のために必要なリハビ
リテーションを行う介護サービス。

■定期巡回・随時対応型訪問介護
　定期的な巡回又は随時通報により、利用者の居宅を訪問し、入浴、排せつ、食事等の介
護、日常生活上の緊急時の対応など安心して居宅で生活を送ることができるようにするため
の援助を行うとともに、療養生活を支援し、心身の機能の維持・回復を目指す介護給付の
サービス。

■出前講座
　市民からの要請に応じ、市民が主催する集会等に市職員等が講師として出向き、行政情報
の提供、専門知識を活かした実習等を行うことにより、市民の市政に関する理解を深めると
ともに、協働によるまちづくりを推進することを目的とした、生涯学習事業の１つ。

■特定健康診査
　糖尿病等の生活習慣病の予防の目的で、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の
状態を早期に見つけるため各医療保険者に義務付けられた健康診査。４０歳以上７４歳以下
の被保険者及び被扶養者を対象に行われる。

■特定高齢者
　高齢者のうち、要支援、要介護になるおそれの高い人をさす。

■特定施設
　有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、適合高齢者専用賃貸住宅であって、定
員29人以下の地域密着型特定施設でないものをいう。介護サービスを実施しない（特定施
設入居者生活介護の指定を受けない）施設も含まれる。

■特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護
　特定施設等に入所している要介護者等に対して、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日
常生活上の世話及び機能訓練を行う介護サービス。

■特定入所者介護サービス費
　介護保険施設や短期入所施設等において利用者が負担する食費及び居住費等について、
所得の状況等に応じて負担限度額等が定められ、負担限度額を超える費用が介護保険から
給付されるもの。
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経験者などから組織され、各保険者において設置する。

■地域防災計画
　災害対策基本法第４０条及び第４２条の規定に基づき、各地方自治体（都道府県や市町
村）の長が、それぞれの防災会議に諮り、防災のために処理すべき業務などを具体的に定め
た計画。

■地域密着型サービス
　介護を必要とする人が住み慣れた地域で生活を継続させるために、地域の特性や実状に
応じて計画的にサービスが提供できるよう、市町村が指定・指導監督を行うサービス。

■地域密着型サービス運営委員会
　地域密着型サービスにかかる事務の適切な運営を図り、指定基準及び介護報酬の設定を
行うために意見をする機関。学識経験者、保健・医療・福祉関係者代表、利用者及び被保
険者代表から組織され、各保険者において設置する。

■地域密着型特定施設入居者生活介護
　地域密着型特定施設での入浴・排泄・食事などの介護など日常生活上の世話や機能訓練
を受ける介護サービス。地域密着型特定施設は、ケアハウス・有料老人ホームなどで、特に介
護専用型特定施設で入居定員が29人以下の介護保険施設のこと。

■調整交付金
　市町村間の介護保険の財政力格差を調整するために、国が市町村に対して交付する交付
金で、第１号被保険者の年齢階級別分布状況、所得分布状況などを考慮して交付される。

■通所介護、介護予防通所介護
　デイサービスセンター等に通って、入浴や食事の提供等日常生活の世話を受けたり、機能
訓練を行う介護サービス。

■通所型介護予防事業
　特定高齢者に対して、主に教室形式で、運動器の機能向上、栄養改善、口腔機能の向上の
ためのプログラムを実施する介護予防事業。

■通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション
　介護老人保健施設、病院等の施設に通って、心身の機能維持・回復のために必要なリハビ
リテーションを行う介護サービス。

■定期巡回・随時対応型訪問介護
　定期的な巡回又は随時通報により、利用者の居宅を訪問し、入浴、排せつ、食事等の介
護、日常生活上の緊急時の対応など安心して居宅で生活を送ることができるようにするため
の援助を行うとともに、療養生活を支援し、心身の機能の維持・回復を目指す介護給付の
サービス。

■出前講座
　市民からの要請に応じ、市民が主催する集会等に市職員等が講師として出向き、行政情報
の提供、専門知識を活かした実習等を行うことにより、市民の市政に関する理解を深めると
ともに、協働によるまちづくりを推進することを目的とした、生涯学習事業の１つ。

■特定健康診査
　糖尿病等の生活習慣病の予防の目的で、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の
状態を早期に見つけるため各医療保険者に義務付けられた健康診査。４０歳以上７４歳以下
の被保険者及び被扶養者を対象に行われる。

■特定高齢者
　高齢者のうち、要支援、要介護になるおそれの高い人をさす。

■特定施設
　有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、適合高齢者専用賃貸住宅であって、定
員29人以下の地域密着型特定施設でないものをいう。介護サービスを実施しない（特定施
設入居者生活介護の指定を受けない）施設も含まれる。

■特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護
　特定施設等に入所している要介護者等に対して、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日
常生活上の世話及び機能訓練を行う介護サービス。

■特定入所者介護サービス費
　介護保険施設や短期入所施設等において利用者が負担する食費及び居住費等について、
所得の状況等に応じて負担限度額等が定められ、負担限度額を超える費用が介護保険から
給付されるもの。
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■特定福祉用具販売、特定介護予防福祉用具販売
　心身の機能が低下し、日常生活を営むのに支障がある要介護者等に対して、日常生活上の
便宜を図り、自立した生活を支援するため、腰掛便座、入浴補助用具などの福祉用具購入に
係る費用を支給すること。入浴や排せつに用いるなど貸与には心理的抵抗感が伴うもの、あ
るいはもとの形態・品質が変化し再度利用できない福祉用具が購入の対象。

■特定保健指導
　特定健康診査の結果により、生活習慣病のリスクが一定程度高いと判断された者に対して
行われる保健指導。保健指導に関する専門的知識及び技術を有する医師、保健師、管理栄養
士等により行われる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■認知症
　脳や身体の疾患を原因として、記憶・判断力などの障がいがおこり、普通の社会生活が送
れなくなった状態。

■認知症サポーター
　認知症サポーター養成講座を受けた人。認知症の正しい知識を広め、認知症の人や家族を
支援する役割を担う。

■認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護
　認知症の状態にある人が、共同生活を営む住居（グループホーム）において、入浴、排せ
つ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行う介護サービス。地域密着
型サービスの一つ。

■認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介護
　認知症の状態にある人を対象として、居宅からの送迎、簡単な健康チェック、食事、排せ
つ、入浴など、日帰りで日常生活上の世話を行う他、簡単な機能訓練などを行う介護サービ
ス。地域密着型サービスの一つ。

■認定審査会
　認定調査員による訪問調査の結果と主治医の意見書により「要介護」・「要支援」または
「非該当」を判定する機関。保健、医療、福祉の専門家によって構成される。

■ねんりんピック
　「全国健康福祉祭」の愛称で、６０歳以上の方を中心として、あらゆる世代の人たちが楽し
み、交流を深めることができるスポーツと文化の祭典。

■パブリックコメント
　市民生活に広く影響を及ぼす市の基本的な施策などを策定する過程において市民が意見
を述べる機会を設け、市政への市民参加の促進を図るための制度。

■バリアフリー
　高齢者・障がい者などが社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去（フ
リー）すること。物理的、社会的、制度的、心理的な障壁、情報面での障壁などすべての障壁
を除去しようという考え方。

■福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与
　心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある居宅の要介護者等が、日常生活上の
便宜や機能訓練のために利用する福祉用具のうち、特殊ベッドや車いす等を貸与する介護
サービス。

■包括的支援事業
　介護予防ケアプランの作成を行う「介護予防マネジメント事業」、地域の高齢者の実態把
握やサービスの利用調整を行う「総合相談・支援事業」、虐待の防止や早期発見を行う「権
利擁護事業」、ケアマネジャーの支援を行う「包括的・継続的マネジメント事業」の総称であ
り、地域支援事業に含まれる。

■訪問介護、介護予防訪問介護
　ホームヘルパーが訪問して入浴、排せつ、食事等の介護や家事援助を行う介護サービス。

■訪問型介護予防事業
　認知症や閉じこもり、うつなどのおそれがある特定高齢者に対して、保健師等が家に訪問
し、必要な指導・相談などを行う介護予防事業。

■訪問看護、介護予防訪問看護
　看護師等が訪問して、療養上の世話や必要な診療の補助を行う介護サービス。

■訪問給食サービス事業
　在宅でおおむね65歳以上のひとり暮らしの人や、65歳以上の人のみの高齢者世帯で、老
衰、心身の障がい、傷病などの理由により調理が困難な人を対象に、食事を届けるとともに
安否の確認をする。

■訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護
　巡回入浴車が家庭を訪問して、入浴の介助を行う介護サービス。

■訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハビリテーション
　理学療法士や作業療法士等が訪問して、心身の機能維持・回復のために必要なリハビリ
テーションを行う介護サービス。

な  行

は  行
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■特定福祉用具販売、特定介護予防福祉用具販売
　心身の機能が低下し、日常生活を営むのに支障がある要介護者等に対して、日常生活上の
便宜を図り、自立した生活を支援するため、腰掛便座、入浴補助用具などの福祉用具購入に
係る費用を支給すること。入浴や排せつに用いるなど貸与には心理的抵抗感が伴うもの、あ
るいはもとの形態・品質が変化し再度利用できない福祉用具が購入の対象。

■特定保健指導
　特定健康診査の結果により、生活習慣病のリスクが一定程度高いと判断された者に対して
行われる保健指導。保健指導に関する専門的知識及び技術を有する医師、保健師、管理栄養
士等により行われる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■認知症
　脳や身体の疾患を原因として、記憶・判断力などの障がいがおこり、普通の社会生活が送
れなくなった状態。

■認知症サポーター
　認知症サポーター養成講座を受けた人。認知症の正しい知識を広め、認知症の人や家族を
支援する役割を担う。

■認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護
　認知症の状態にある人が、共同生活を営む住居（グループホーム）において、入浴、排せ
つ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行う介護サービス。地域密着
型サービスの一つ。

■認知症対応型通所介護、介護予防認知症対応型通所介護
　認知症の状態にある人を対象として、居宅からの送迎、簡単な健康チェック、食事、排せ
つ、入浴など、日帰りで日常生活上の世話を行う他、簡単な機能訓練などを行う介護サービ
ス。地域密着型サービスの一つ。

■認定審査会
　認定調査員による訪問調査の結果と主治医の意見書により「要介護」・「要支援」または
「非該当」を判定する機関。保健、医療、福祉の専門家によって構成される。

■ねんりんピック
　「全国健康福祉祭」の愛称で、６０歳以上の方を中心として、あらゆる世代の人たちが楽し
み、交流を深めることができるスポーツと文化の祭典。

■パブリックコメント
　市民生活に広く影響を及ぼす市の基本的な施策などを策定する過程において市民が意見
を述べる機会を設け、市政への市民参加の促進を図るための制度。

■バリアフリー
　高齢者・障がい者などが社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去（フ
リー）すること。物理的、社会的、制度的、心理的な障壁、情報面での障壁などすべての障壁
を除去しようという考え方。

■福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与
　心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある居宅の要介護者等が、日常生活上の
便宜や機能訓練のために利用する福祉用具のうち、特殊ベッドや車いす等を貸与する介護
サービス。

■包括的支援事業
　介護予防ケアプランの作成を行う「介護予防マネジメント事業」、地域の高齢者の実態把
握やサービスの利用調整を行う「総合相談・支援事業」、虐待の防止や早期発見を行う「権
利擁護事業」、ケアマネジャーの支援を行う「包括的・継続的マネジメント事業」の総称であ
り、地域支援事業に含まれる。

■訪問介護、介護予防訪問介護
　ホームヘルパーが訪問して入浴、排せつ、食事等の介護や家事援助を行う介護サービス。

■訪問型介護予防事業
　認知症や閉じこもり、うつなどのおそれがある特定高齢者に対して、保健師等が家に訪問
し、必要な指導・相談などを行う介護予防事業。

■訪問看護、介護予防訪問看護
　看護師等が訪問して、療養上の世話や必要な診療の補助を行う介護サービス。

■訪問給食サービス事業
　在宅でおおむね65歳以上のひとり暮らしの人や、65歳以上の人のみの高齢者世帯で、老
衰、心身の障がい、傷病などの理由により調理が困難な人を対象に、食事を届けるとともに
安否の確認をする。

■訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護
　巡回入浴車が家庭を訪問して、入浴の介助を行う介護サービス。

■訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハビリテーション
　理学療法士や作業療法士等が訪問して、心身の機能維持・回復のために必要なリハビリ
テーションを行う介護サービス。

な  行

は  行
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■まち・ひと・しごと創生総合戦略
　まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）第８条に基づき、今後５年間の、五
島市における人口の現状と将来の姿を示し、これからの目指すべき将来の方向を提示した、
総合計画に代わる市政運営の基本方針となる計画。

■民生委員
　それぞれの担当地域において、住民の生活状態を必要に応じて把握し、援助を必要とする
人に対して相談・助言を行い、自立した生活を支援するための福祉サービスの手配等の援護
活動を行う委員。児童委員を兼ねる。

■メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）
　内臓のまわりに脂肪がたまることで、高血圧や血液中の糖・脂質の増加が生じ、生活習慣
病になりやすくなる状態をいう。これを予防することが生活習慣病予防に大きく役立つ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■夜間対応型訪問介護
　夜間を含めた365日、24時間訪問介護を受けられる介護サービス。地域密着型サービス
の一つ。

■友愛訪問
　単身高齢者世帯や高齢者夫婦のところに、安否確認と見守りを兼ねて訪問する取り組み。

■有料老人ホーム
　高齢者が入所し、食事の提供やその他の日常生活上必要な便宜を受けることができる施
設で、老人福祉施設でないもの。入居に際しては一定の費用が必要。

■ユニバーサルデザイン
　年齢、性別、国籍、能力などにかかわらず、できるだけ多くの人が利用しやすいような生活
環境を構築する考え方。

■要支援・要介護認定者
　介護保険制度による要介護認定審査において要支援または要介護状態と判定された人。
要支援は1～2の2段階、要介護は１～５の5段階がある。

■予防給付
　要支援1・2を対象とした介護予防サービスについて、総費用の1割～3割の自己負担を除
き、残り7割～9割を介護保険会計から給付するもの。

■理学療法士
　リハビリテーションの場で、運動療法、電気・光線療法、マッサージ療法など理学的療法を
用いて、体の運動機能を回復させる役割を担う、リハビリテーションの専門職。

■リハビリテーション（リハビリ）
　脳卒中など、治療の段階が終わっている疾病や外傷の後遺症等によって身体機能が低下し
ている人が、医学的・心理的な指導や機能訓練を受けて、より自立した生活を送ることがで
きるように機能回復・社会復帰を目指すこと。機能（回復）の訓練。

■療養病床
　病院または診療所の病床のうち、主として長期にわたり療養を必要とする患者を対象とす
るものをいう。療養病床には、医療保険で費用をまかなう「医療療養病床」と、介護保険で
費用をまかなう「介護療養病床（介護療養型医療施設）」の2種類がある。

■ロコモティブシンドローム（ロコモ）
　2007年に日本整形外科学会が提唱した概念であり、年齢を重ねることによって筋力が低
下したり、関節や脊椎などの病気を発症したりすることで運動器の機能が低下し、立ったり、
歩いたりといった移動機能が低下した状態を指す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■ワンストップサービス
　1度の手続きで、必要とする関連作業をすべて完了させられるように設計されたサービス
のこと。

ま  行

や  行

わ  行

ら  行
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■まち・ひと・しごと創生総合戦略
　まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）第８条に基づき、今後５年間の、五
島市における人口の現状と将来の姿を示し、これからの目指すべき将来の方向を提示した、
総合計画に代わる市政運営の基本方針となる計画。

■民生委員
　それぞれの担当地域において、住民の生活状態を必要に応じて把握し、援助を必要とする
人に対して相談・助言を行い、自立した生活を支援するための福祉サービスの手配等の援護
活動を行う委員。児童委員を兼ねる。

■メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）
　内臓のまわりに脂肪がたまることで、高血圧や血液中の糖・脂質の増加が生じ、生活習慣
病になりやすくなる状態をいう。これを予防することが生活習慣病予防に大きく役立つ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■夜間対応型訪問介護
　夜間を含めた365日、24時間訪問介護を受けられる介護サービス。地域密着型サービス
の一つ。

■友愛訪問
　単身高齢者世帯や高齢者夫婦のところに、安否確認と見守りを兼ねて訪問する取り組み。

■有料老人ホーム
　高齢者が入所し、食事の提供やその他の日常生活上必要な便宜を受けることができる施
設で、老人福祉施設でないもの。入居に際しては一定の費用が必要。

■ユニバーサルデザイン
　年齢、性別、国籍、能力などにかかわらず、できるだけ多くの人が利用しやすいような生活
環境を構築する考え方。

■要支援・要介護認定者
　介護保険制度による要介護認定審査において要支援または要介護状態と判定された人。
要支援は1～2の2段階、要介護は１～５の5段階がある。

■予防給付
　要支援1・2を対象とした介護予防サービスについて、総費用の1割～3割の自己負担を除
き、残り7割～9割を介護保険会計から給付するもの。

■理学療法士
　リハビリテーションの場で、運動療法、電気・光線療法、マッサージ療法など理学的療法を
用いて、体の運動機能を回復させる役割を担う、リハビリテーションの専門職。

■リハビリテーション（リハビリ）
　脳卒中など、治療の段階が終わっている疾病や外傷の後遺症等によって身体機能が低下し
ている人が、医学的・心理的な指導や機能訓練を受けて、より自立した生活を送ることがで
きるように機能回復・社会復帰を目指すこと。機能（回復）の訓練。

■療養病床
　病院または診療所の病床のうち、主として長期にわたり療養を必要とする患者を対象とす
るものをいう。療養病床には、医療保険で費用をまかなう「医療療養病床」と、介護保険で
費用をまかなう「介護療養病床（介護療養型医療施設）」の2種類がある。

■ロコモティブシンドローム（ロコモ）
　2007年に日本整形外科学会が提唱した概念であり、年齢を重ねることによって筋力が低
下したり、関節や脊椎などの病気を発症したりすることで運動器の機能が低下し、立ったり、
歩いたりといった移動機能が低下した状態を指す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■ワンストップサービス
　1度の手続きで、必要とする関連作業をすべて完了させられるように設計されたサービス
のこと。

ま  行

や  行

わ  行

ら  行
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